
 

 

 

 令和８年度 東松山市社会福祉協議会事業計画 
 

 社会福祉を取り巻く環境は、少子高齢化の進行や地域生活課題の複雑化・多様化など

により、引き続き大きく変化しています。このような状況のもと、地域福祉の推進主体

である社会福祉協議会には、計画性と実効性を備えた事業運営が一層求められています。 

 令和８年度は、当協議会の中長期的な指針である「第３期発展・強化計画」が開始さ

れる重要な年度です。このため、令和８年度事業計画においては、発展・強化計画の着

実な推進を明確に位置付けることを目的として、事業計画の構成を見直しました。 

 従来は、単年度計画として部門ごとに重点項目を設定していましたが、令和８年度か

らは、発展・強化計画に位置付けられた事業群ごとの重点取組を整理・明示した上で、

その後に各部門の計画数値を記載する構成としています。これにより、年度事業と発展・

強化計画との関係性をより明確にするとともに、計画全体の一体性を高めています。 

 また、本見直しにより、発展・強化計画と年度事業計画を一体的に評価できる仕組み

へと整理することで、進捗管理の効率化と評価結果の的確な活用を図ります。令和８年

度事業計画は、第３期発展・強化計画の初年度としての位置付けを踏まえ、総合的かつ

計画的に推進するための基本的な考え方を示すものです。 

 

１ 第３期発展・強化計画より 

（１）事業群 

当協議会では、下表の３つの事業群ごとに、体系的に期間内に取り組むべき事項を整

理し、「目指す姿」を明確にしたうえで、計画的に実施してまいります。 

 

第１群 

住民の主体的な活動の支援、福祉サービスの利用支援等を通して、多様化する地域

生活課題の解決に向けた取組を行う事業群 

 地域住民や多様な組織・関係者の連携・協働による地域生活課題の

解決や地域づくりに向けた取組支援等の事業群です。 

第２群  

介護サービスにより地域福祉を推進する事業群 

 介護保険法や障害者総合支援法等に基づくサービスで制度の動きを

把握し、法改正や報酬改定といった制度環境の変化に備えるとともに、

将来を見据えた経営が求められる事業群です。 

第３群  

円滑且つ適正な事業運営を実施するため、組織基盤を整備する事業群 

 適正な法人運営を行うとともに、総合的な計画や各部門間の調整等

を行う事業群です。 



（２）各群の重点取組項目（令和８年度～令和１２年度の５年間） 

第１群 

重点取組 

①社協支部活動の推進強化 

②地域における支え合い・見守り活動の推進強化 

③権利擁護支援の推進強化 

第２群 

重点取組 

①利用者から選ばれる事業所となるための取組の推進 

②多様なニーズに対応できる人材育成 

③サービスの提供体制の整備 

第３群  

重点取組 

①事業計画の効率的な推進と予算管理の強化 

②地域福祉推進の担い手・団体等の確保 

③災害等に対応できる組織体制の構築 

 

２ 各群の年次計画 

（１）第１群 

令和８年度重点取組実施項目 

【重点取組１ 社協支部活動の推進強化】 

目指す姿 

地域の様々な活動主体が積極的に社協支部活動に参画する

ことで、地域の活性化や地域生活課題の発見や解決に向けた

取組等、社協支部の機能が最大限発揮される体制づくりを実

現します。また、若い世代を含む幅広い世代が社協支部を理解

し、活動に参加することで、小地域福祉活動が活発かつ持続的

に行われる地域づくりを目指します。 

令和８年度実施項目 

【社協支部および地区別プランに関する理解促進】 

①SNS・広報紙および地域活動の場での周知（地域住民） 

②社協支部に関するリーフレットの作成 

③社協支部の現状把握・課題整理 

④支部関係者向け研修会の開催（社協支部の役割について） 

【地区別プランの推進支援】 

①地域福祉連絡会議における地区別プランに関する情報共有 

②地区別プラン評価シート・評価方法の整理 

 

 

 

 



【重点取組２ 地域における支え合い・見守り活動の推進強化】 

目指す姿 

地域住民同士の見守りや支え合い活動が活発に行われると

ともに、身近な相談窓口である地域福祉コーディネーターの

専門性や多機関連携が強化されることで、支援を必要とする

人が早期に必要なサービスに繋がることができ、孤立を防ぎ、

安心して暮らせる地域社会を実現します。 

令和８年度実施項目 

【見守り活動の推進】 

①見守り活動に関するリーフレットの作成および地域住民向

け研修会・アンケートの実施 

②「東松山市あんしん見守りネットワーク」における協力機関

としての当協議会の役割整理 

③地域ごとの支え合い・見守り活動の現状把握・課題整理（地

域イベント・サロン・シニアクラブ等の通いの場、見守り活動

等） 

④避難行動要支援者避難支援プランに関する職員研修 

⑤「避難行動要支援者」に関する市との情報共有および登録者

に対する見守り活動の検討 

【生活支援の充実】 

①支え合いサポート事業に関する利用者・サポーターへのア

ンケートを通じた現状把握および課題整理 

②生活支援サービス実施団体との情報交換会の開催 

③移動手段に関するニーズ整理および先進事例の情報収集 

【地域福祉コーディネーターの機能強化】 

① 地域福祉コーディネーターの「業務マニュアル」「業務チェ

ックリスト」及び「つなぎ先専門機関一覧」の作成 

②地域福祉コーディネーターの役割・機能の整理 

③コミュニティーソーシャルワークに関する研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【重点取組３ 権利擁護支援の推進強化】 

目指す姿 

身寄りのない単身高齢者や家族関係が希薄な方、認知症高

齢者や障害者など、意思決定支援が必要な方々に対して、成年

後見制度をはじめとする権利擁護支援が、職員の高い専門性

と多職種・住民連携によって円滑に行われている状態を目指

します。また、複雑化した課題にも対応できる体制を確立し、

誰もが安心して地域で暮らせるための権利擁護支援を推進し

ます。 

令和８年度実施項目 

【権利擁護支援の地域連携・支援体制の強化】 

①「東松山市成年後見推進協議会」の設置および「権利擁護の

地域連携ネットワーク」の構築 

②権利擁護に関するニーズ把握（関係機関へのアンケート） 

③関係者向け研修会の開催 

【権利擁護の担い手育成】 

④市民後見人養成講座修了者を対象とした日常生活自立支援

事業における権利擁護支援の実践支援 

 

事業実施計画（目標・想定） 

重点取組１：社協支部活動の推進強化 

社協支部・地区別プランに関する広報 広報回数 ５０回 

社協支部に関するリーフレット作成 発行回数 １回 

社協支部に関する現状把握・課題整理 実施地区 ７地区 

社協支部関係者向け研修会の開催 実施回数 １回 

地域福祉連絡会議 開催回数 ２回 

地区別プラン評価シートの見直し 実施回数 ７地区 

 

重点取組２：地域における支え合い・見守り活動の推進強化 

〔見守り活動〕 

見守り活動に関する住民向け研修会の開催 開催回数 １回 

見守りに関する市との情報交換 開催回数 １回 

地域ごとの支え合い見守り活動の調査 調査地区数 ７地区 

避難行動要支援者に関する市との情報交換及び

職員研修の実施 
開催回数 １回 

 

 

 

 

 



〔生活支援の充実〕 

支え合い

サポート

事業 

支え合いサポート事業に関するアン

ケートの実施 

利用者向け １回 

サポーター向け １回 

支え合いサポート利用者数 
実利用者数 １２０人 

利用回数 １,３００回 

支え合いサポートサポーター数 実活動者数 ５０人 

介護予防

生活支援

体制整備

事業 

第１層（市内全域）エリアを対象とした

たすけあい推進協議会の運営 
開催回数 ３回 

第２層（市内７地区）エリアを対象とし

た協議体の運営及び活動支援 

開催・活動支援

回数 
１４０回 

移動手段に関するニーズ整理及び情

報収集   
実施地区 ７地区 

担い手養成講座の開催 実施回数 ２回 

生活支援サービス実施団体との情報

交換会 
開催回数 １回 

 

〔地域福祉コーディネーター〕 

「業務マニュアル」「業務チェックリス

ト」「つなぎ先専門機関一覧」の作成 
― 

年度内作成・

活用開始 

コミュニティーソーシャルワークに関す

る研修への参加 

地域福祉コーディネー

ターが参加した研修数 
３回 

相談・調整・支援件数 延べ件数 ６,０００件 

専門機関へのつなぎ件数 実件数 ３５件 

 

重点取組３：権利擁護支援の推進強化 

成年後見センター 

東松山市成年後見推進協議会 開催数 ２回 

権利擁護に関するアンケート

の実施 
回答機関数 ３０機関 

成年後見制度に関する研修会 延べ参加者数 ７０人 

相談調整件数 延べ件数 ３５０件 

受任調整・専門職紹介件数 延べ件数 ５件 

日常生活自立支援

事業 

支援件数 月別契約者数延べ ５５０件 

市民後見人養成講座修了者の

活動支援 

支援員として活動

した人数 
６人 

法人後見事業 受任件数 件数 ２件 

 

 



①ボランティア活動支援 

ボランティアセンター 

団体登録実数 ８０団体 

登録延べ人数（団体・個人） ２,０００人 

コーディネート件数 １２０件 

夏のボランティア体験プログラム 

参加実人数 ２００人 

参加延べ人数 ３００人 

プログラム数 ５５件 

災害ボランティアセンター 
ネットワーク会議参加団体数 ５団体 

研修会参加者数 ４０人 

シニアボランティア支援事業 

申請実人数 ２８３人 

認定活動場所数 １１０カ所 

研修会開催数 １回 

 

②福祉教育・啓発活動 

福祉教育 
学校 

実施校数（実） １１校 

福祉教育実施件数 
講義件数 ４５件 

時間数 １００時間 

その他 講義・啓発件数 件数 ２件 

 

③共同募金東松山市支会 

赤い羽根共同募金額 ７,９００,０００円 

歳末たすけあい募金額 １,２００,０００円 

 

④共同募金配分金事業 

福祉車両貸出（想定） 貸出件数 １７０件 

車いす・物品貸出事業（想定） 貸出件数 ３００件 

ひとり親世帯東松山市地域共通商品券給付（想定） 助成世帯 １００世帯 

受験生応援助成（想定） 助成人数 ２０人 

子育てサロン（きらめきすまいるルーム） 参加延組数 ７０組 

サロン活動支援 助成サロン数 ８５サロン 

 

⑤生活困窮者支援 

埼玉県生活福祉資金貸付制度（想定） 貸付件数 ５件 

緊急小口貸付（想定） 貸付件数 ５０件 

彩の国あんしんセーフティーネット事業（想定） 
援助件数 

（会員施設との協働） 
５件 

食糧支援（想定） 延べ支援件数 ６０件 



⑥市民福祉センター 

老人福祉センター（想定） 

（浴場、囲碁・将棋・マッサージ等） 
利用延べ人数 ３５,０００人 

コミュニティセンター（想定） 利用延べ団体数 ２,５００団体 

ソラーナひろば 
実施延べ回数 １４０回 

参加延べ人数  ３，０００人 

 

⑦屋内ゲートボール場 

コート利用 
利用件数 ２１５件 

利用率 １５％ 

 

⑧障害者相談支援事業 

 作成件数／月 

計画相談 
サービス利用支援 ２３件 

継続サービス利用支援 １００件 

地域相談 
地域移行支援 １件 

地域定着支援 ３件  

障害支援区分認定調査 ５件 

 

市町村相談支援における相談延べ件数（計画相談・地域相談を含む）（想定） ５,１００件 

 

⑨基幹相談支援事業 
 

相談件数／年 

相談支援事業所等への支援対応延べ件数（想定） １２０件 

内 

訳 

特定相談支援事業所 ６０件 

一般相談支援事業所 １０件 

市町村相談支援事業所 ２０件 

行政 ２０件 

その他 １０件 

相談支援事業所等を対象とした研修会 ２回 

障害者虐待に関する研修会 １回 

法人後見・市民後見に関する研修会 １回 

障害者に対する理解促進・啓発研修会 １回 

 



⑩手話通訳者派遣事業 

派遣延べ人数 ７７８人 

派遣延べ時間 １，０４０時間 

 

⑪地域包括支援センター事業 

総合相談支援業務における相談延べ件数（想定） １，８００件 

実態把握調査 １６０件 

権利擁護業務における虐待相談延べ件数（想定） １００件 

権利擁護業務における成年後見等相談延べ件数（想定） ５０件 

包括的・継続的ケアマネジメント業務における相談支援延べ件数

（想定） 
３０件 

地域ケア会議主催回数 １０回 

 

 作成件数/月 

介護予防支援 １１０件 

介護予防ケアマネジメント １００件 

 

⑫介護予防事業 

一

般

介

護

予

防 

介護予防体操普及啓発業務 

(ハッピー体操・マシンプログラム) 

回数 ２，１３０回 

延べ人数 ５１，０００人 

きらめけ☆サポーター 
新規 １８人 

総数 １６８人 

いきいき生活教室 延べ人数 ２３０人  

かんたん料理教室 延べ人数 １６０人 

にこにこ健康教室 延べ人数 １，０００人 

短期集中型通所型サービス 

延べ人数 １，０００人 

定員 利用者数/日 利用率/日 

１２人 ６．９人 ５７．５％ 

 

⑬居宅介護支援事業 

 作成件数／月 

居宅介護支援 ２４５件 

居宅介護予防支援（委託） ３件 

居宅介護予防支援（直接契約） ９件 

認定調査 7件 



（２）第２群 

令和８年度重点取組実施項目 

【重点取組１ 利用者から選ばれる事業所となるための取組の推進】 

目指す姿 

専門職が多く在籍し、多種多様な事業を実施している社協

の強みを生かしながら、当協議会の介護・障害福祉サービスの

ブランドを確立します。また、サービス改善を続けながら、利

用者や関係機関の満足度を向上させ、地域における信頼と評

価を獲得します。 

令和８年度実施項目 

①利用者及び関係機関アンケートの作成と実施及び同業他社

の調査 

②利用者及び関係機関アンケートや苦情・要望、利用・終結理

由等の分析 

③利用者が求めるサービス内容や改善事項の把握及びサービ

ス改善の実施 

④当協議会の他部門と連携しながら、介護・障害福祉サービス

の強みや活動 内容、研修の実施状況等を地域へ情報発信・PR

活動 

⑤ブランディング施策に向けた現状分析 

 

【重点取組２ 多様なニーズに対応できる人材育成】 

目指す姿 

当協議会の存在意義や役割を念頭に職員が専門的知識や技

術を習得し、業務に関連する資格を積極的に取得するととも

に、関係機関と連携しながら多種多様なニーズに適切に対応

できる事業所を目指します。 

令和８年度実施項目 

①介護業務チェックリストの作成（基礎・応用・専門的業務の

明確化） 

②基本的介護技術や接遇・コミュニケーション等の基礎研修

を重点的に実施 

③各職員の保有資格や研修受講等の把握 

④資格取得計画の策定 

⑤介護・障害福祉サービス部門共通の研修プログラム・キャリ

アパスの検討 

 

 

 

 

 

 



【重点取組３ サービスの提供体制の整備】 

目指す姿 

職場環境改善や業務の効率化、マニュアルの整備、円滑な連

携等により生産性を高めることで、利用者へのサービスを安

定的に提供できる体制を確立します。また、無資格者や外国人

人材等の教育システムの仕組みを整備することで、多様な人

材が活躍できる事業所を目指します。 

令和８年度実施項目 

①ICTの活用や業務改善、マニュアルの整備等の現状の確認 

②職場環境調査（業務時間・人間関係・チームワーク・コミュ

ニケーション・勤務体制・教育体制・安全衛生等）を作成して

実施し、課題を整理 

③無資格者や外国人人材等の業務分掌を明確化し、教育プロ

グラムを検討 

④他部門や他職種との会議を開催し、法人内の連携体制を検

討 

 

事業実施計画（目標・想定） 

重点取組１：利用者から選ばれる事業所となるための取組の推進 

利用者・関係機関アンケートや苦情、終結理由等

からの課題取組 
各事業 ２項目以上 

同業他社の調査 各事業実施数 ５件以上 

地域への情報発信 実施回数 １２回以上 

ブランディングに関する課題への取組 各事業 
上期検討 

下期取組開始 

 

重点取組２：多様なニーズに対応できる人材育成 

介護業務チェックリストの作成 整備数 ３項目 

基本的介護技術等の基礎研修の実施 実施回数 ３回以上 

保有資格や研修受講状況の把握 全職員 １００％ 

計画的な資格取得 達成率 ８０％ 

介護・障害福祉サービスの研修プログラムとキャ

リアパスの検討 
検討会議 ４回 

 

重点取組３：サービスの提供体制の整備 

業務課題の抽出と改善 各事業 ２項目以上 

職場環境課題の抽出 各事業 ２項目以上 

無資格者・外国人の業務分掌の作成 各事業 全事業完了 

法人内の連携強化のための会議 実施回数 ２回 



①入所事業 

  定員 利用者数／日 利用率／日 

長期入所 

８４人 

６５．８人 ７８．５％ 

短期入所 ９．９人 １１．７％ 

介護予防短期入所 ０．０６人 ０．０６％ 

医療型短期入所 ０．０４人 ０．０４％ 

入所事業合計 ８４人 ７５．８人 ９０．３％ 

 

②通所事業 

 定員 利用者数／日 利用率／日 

通所リハビリ 
３０人 

２０．５人 ６８．３％ 

介護予防通所リハビリ ３．５人 １１．６％ 

通所介護 ３０人 ２１．０人 ７０．０％ 

通所事業合計 ６０人 ４５．０人 ７５．０％ 

 

③訪問介護事業 

 利用者数/月 訪問件数/月 訪問時間/月 

介
護
保
険 

訪問介護 １０３人 １，２０５件 １，０４８時間 

介護予防訪問介護相当 

サービス 
５４人 ３１１件 ３３７時間 

基準緩和型訪問型 

サービス 
１０人 ４５件 ３９時間 

定期巡回・随時対応型 

サービス 
７人 ４００件 １６３時間 

障害福祉サービス 

（居宅介護等） 
１３０人 １，４６５件 １，９６８時間 

子育て世帯訪問業務 ２人 ５件 ５時間 

訪問介護事業合計 ３０６人 ３，４３１件 ３，５６０時間 

 

④グループホームかがやき 

入居者数 月平均在所日数／月 

５人 ３０．２日 

 

 

 

 

 



⑤ケア・サポートいわはな 

 利用者数／月 利用時間／年 

サービス利用 １０５人 ３，８００時間 

貸館利用 －   １，２００時間 

ケア・サポートいわはな合計 －   ５，０００時間 

 

⑥共生型多機能センターあすみーる 

認知症対応型グループホーム       利用者数／日 ５．９人 

小規模多機能型居宅介護（介護保険） 登録者数／月 １８．０人 

 〃（障害福祉サービス(生活介護)） 利用者数／月 ２５．０人 

 〃（障害福祉サービス(短期入所)） 利用者数／月 ０．３人 

こどもくらぶ（一時保育） 利用者数／月 ０．３人 

地域活動支援センター 利用者数／日 ２０．０人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（３）第３群 

令和８年度重点取組実施項目 

【重点取組１ 事業計画の効率的な推進と予算管理の強化】 

目指す姿 

効率的な事業計画と健全な予算管理に基づき、計画的かつ

安定した事業運営を実施し、地域福祉コーディネーターの配

置や支部運営の支援を継続して行うことで、住民主体の地域

福祉が推進されている。 

令和８年度実施項目 

①既存事業の統廃合検討体制等の準備（協議体、スケジュー

ル、検討に向けた資料作成） 

②地域福祉コーディネーター事業継続に向け、行政との協議、

及び法人内繰入による事業継続 

③令和 7年度収支状況の分析 

（収益性の分析：サービス活動増減差額率、経常増減差額率） 

（費用の分析：人件費率、事業費率、事務費率） 

 

【重点取組２ 地域福祉推進の担い手・団体等の確保】 

目指す姿 

市民等が気軽に地域福祉活動に参加できる環境があり、地

域福祉推進に協働できる地域、及び関係機関等と協働しなが

ら地域生活課題の解決に向けた取組ができる地域となってい

る。 

令和８年度実施項目 

①特別会員・法人会員増へ向けた働きかけ対象、方法の検討        

②寄付方法の多様化に向けた調査、及び地域生活課題の解決

のため、ファンドレイジング等を活用し地域の多様な主体と

協働して取り組む寄付金受入の検討                    

③社会福祉法人のネットワーク構築に向けた行政等への働き

かけ、社会福祉法人への調査、結果分析 

 

【重点取組３ 災害等に対応できる組織体制の構築】 

目指す姿 

職員一人ひとりが防災計画と事業継続計画（BCP）の連動を

理解し、有事発生時に組織として行動に移すことができ、地域

住民への支援が取り組まれる体制となっている。 

令和８年度実施項目 

①各課の BCP訓練の実施状況や内容を把握するための調査票、

職員の理解度を確認するためのアンケート等の内容検討及び

作成・BCP訓練（全体）の準備 

②防災研修・防災訓練の実施  

③事業継続のための災害時協力先の調査 

 

 



事業実施計画（目標・想定） 

重点取組１：事業計画の効率的な推進と予算管理の強化 

既存事業の統廃合検討 

体制等の準備 

検討体制の構築 
構成や要綱作成等の体制（案）、スケ

ジュール（案）の決定（７月頃まで） 

検討に向けた取組 

対象事業、収支状況、論点の整理等 

（１０月頃まで） 

対象事業の市内状況調査等の実施 

（年度内） 

地域福祉コーディネータ

ー事業継続 

行政との協議 市・社協連絡会議での協議 

事業継続に向けた

取組 

継続に向けた方向性の確認、及び事

業確立のための法人内所管課との 

検討 

令和７年度収支状況分析 
分析結果報告 

監査会への報告 

経営会議、運営会議、指導職会議へ

の報告 

分析に基づく取組 上期検討、下期取組 

 

重点取組２：地域福祉推進の担い手・団体等の確保 

会員増へ向けた取組 

働きかけ対象、 

及び方法の検討 

対象リストの作成、PR方法の検討 

（各会員１対象 ８月頃まで） 

対象先へ働きかけ 
特別会員、法人会員への働きかけ  

結果検証 

寄付方法の多様化に向け

た調査、地域生活課題解決

のためのファンドレイジ

ング等の活用 

寄付方法多様化の

調査 

県内社協や NPO 法人等の寄付金受

入内容（手段含む）の調査、取りま

とめ 

ファンドレイジン

グによる取組数 
２取組 

社会福祉法人等ネットワ

ーク構築に向けた取組 

行政等へ働きかけ 
市担当課へ協働に向けた支援依頼 

先進地域の取組調査 

社会福祉法人等へ

の働きかけ 

市内社会福祉法人等への公益的な

取組の調査（今後も含む） 

 

 

 

 

 

 



重点取組３：災害等に対応できる組織体制の構築 

BCP 訓練（全体）実施に向

けた準備 

各課の実施状況、

内容把握 

実施状況調査票の作成 

理解度調査のための内容検討、作成 

研修・訓練の実施 全体での実施 
研修１回、訓練１回 

職員理解度の調査 

事業継続に向けた取組 
災害時協力先の 

確保 

災害時に必要となる支援内容等の

調査、及びその協力先の調査 

 

①会員・寄付 

普通会員 
会員口数 ２２，５８０ 

金額 ４，５１６，０００円 

特別会員 
会員口数 ２１６ 

金額 ２１６，０００円 

法人会員 
会員口数 ２２９ 

金額 １，１４５，０００円 

寄付 金額 １，９５０，０００円 

 

②人材の採用 

人材の採用 

職場説明会参加者 
集合型（月１程度） オンライン（月３回程度） 

２５人 ２０人 

総合職 ４人 

専門職 １人 

 

③介護人材の養成 

研修名 定員（１回につき） 目標値（１回につき） 

介護職員初任者研修 ２４人 １８人 

喀痰吸引等の実施のための

研修 

１、２号研修 ２０人 

追加研修 定員無 

１、２号研修 １１人 

追加研修 ５人 

介護福祉士実務者研修 ３０人 １１人 

 


